
【フラット３５】地域連携型

-事業者の皆様にご協力いただきたい事項について-

東京都住宅政策本部
1

東京こどもすくすく住宅供給促進事業をご利用されている事業者の方へ

（「分譲新築型」、「分譲改修型」をご利用の方）

１ 認定住戸の販売時の部屋番号、住戸面積に関する都への情報提供（P３）

２ 【フラット３５】地域連携型利用申請書の作成にあたり

必要な情報を子育て世帯等への提供 （P４～６）



【フラット３５】（地域連携型）の概要

• 東京都と住宅金融支援機構が連携し、東京こどもすくすく住宅を購入する子育
て世帯等を支援する制度です。

2

対象住戸

・東京こどもすくすく住宅供給促進事業の分譲新築型、分譲改修型による交付決定を

受けた集合住宅内にあって、都が交付する設計認定書に記載された認定住戸

☞ 分譲新築型、分譲改修型の戸建住宅も対象

・購入する住戸は集合住宅の新築又は改修に係る工事完了日以降、対象者が初めて居

住するものであること

対象者 ・子育て世帯又は若年夫婦世帯（以下、子育て世帯等）であること（※）

金利の引

き下げ幅

・当初5年間の借入金利を年0.5％引下げ
 ☞「【フラット35】子育てプラス」を併用すると更なる引き下げが可能



【フラット３５】地域連携型の利用における手続きについて

➢【フラット３５】地域連携型の利用を希望する子育て世帯等は都に対して、本制度の利用対象証明

書の発行を申請フォームより依頼する必要があります。

3

事業者

東京都

①販売時の住戸情報（番号、面積）
を事前提供②販売時、本制度を周知

子育て世帯
若年夫婦世帯

③申請フォームから証明書の発行を依頼

④証明書交付

⑤【フラット３５】借入申込金融機関に④を提出

➢証明書発行の手続きを円滑に行うため、事業者の皆さまにおかれては以下の事項についてご協力をお

願いします。

１ 購入対象の住戸が本制度の対象住戸か確認できるよう、販売時の住戸情報（番号、面積）を都に事前提供

（イメージ図①部分）

２ 販売時、子育て世帯等に地域連携型を利用できる旨を案内（イメージ図②部分）



①認定住戸の販売時の部屋番号、住戸面積等に関する都への情報提供

• 補助金の交付決定を受けた貴社物件（以下、補助対象物件）における認定住戸の部屋番号・住

戸面積等について、販売時の情報を都に情報提供願います。

☞ いただいた情報は【フラット35】地域連携型利用申請書の審査に限り、都が使用します。

☞ 次頁で購入者にご提供いただく情報と同じ情報が必要です。販売開始と同時に都へご提出ください。

添付の提出様式に必要事項を記入し、都に
メール送付願います。
送付先 S1090502@section.metro.tokyo.jp
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②【フラット３５】地域連携型利用申請にあたり必要な情報の提供

• 補助対象物件の認定住戸について、子育て世帯等より購入の相談・申し込みがあった場合、

【フラット３５】地域連携型の適用対象となる旨を案内願います。

• 東京都住宅政策本部ＨＰの申請フォームをご案内願います（右下のQRコードより）。

• 子育て世帯等が利用申請フォームに入力する際に必要な情報の提供をお願いします。

5

認定住戸の所在地、建物名・部屋番号、住戸
面積、認定番号について情報提供願います。
(①でご提供いただいた情報と突合します。)

申請フォーム画面

【フラット35】地域連携型
利用申請について

https://www.juutakuseisaku.metro.tokyo.lg.jp/kosodate/child-care/flat35


都では、子育て世帯等が本制度の利用申請書を提出する際に、あらか

じめ上記２点を売主に確認することを求めています。

問合せがありましたらご回答願います。

〇購入する住戸が対象住戸の要件に該当すること

〇購入する住戸が、工事完了後、初めて居住するものが申請者本人であること 6

申請フォーム画面



地域連携型の対象住戸です。

7

参考
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